
【令和５年度各会計決算に係る市長報告説明要旨】 

(R6.9.2) 

 

令和５年度伊丹市一般会計歳入歳出決算について御説明申し上げます。 

令和５年度は、第６次伊丹市総合計画に基づく前期実施計画の３年目として、

「未来を担う人づくり」をはじめ「安全・安心のまちづくり」、「デジタル改革の

推進」、「ゼロカーボンシティの実現」を柱とした各施策を着実に推進するととも

に、「物価高騰の影響を受けた市民生活や事業者支援」に取り組んでまいりました。 

「未来を担う人づくり」では、子どもたちの健やかな成長を支え、子どもを安心

して育てることのできるまちを目指し、中学３年生までの通院・入院医療費につい

て、所得制限の撤廃により完全無償化するとともに、新たに高校生世代の入院医療

費を無償化しました。また、子ども２人以上が同時に保育所等を利用する場合の、

０歳から２歳までの第２子保育料を無償化しました。さらに、夏休み期間中の放課

後児童くらぶにおける、希望者への昼食提供の実施や、産後ケア事業について、サ

ービス対象施設や、対象となる子どもの月齢の拡充などに取り組みました。 

「安全・安心のまちづくり」では、いつまでも住み慣れた地域で、安心して健や

かに暮らすことのできるまちを目指し、本市の地域医療の中核を担う、統合新病院

について、東棟、職員宿舎・保育所棟、立体駐車場の整備工事に着手しました。ま

た、市役所新庁舎の令和６年度末のグランドオープンに向けて、旧庁舎解体工事及

び駐車場整備工事に着手しました。 

「デジタル改革の推進」では、市民サービスの向上と業務の効率化を図るため、

行政手続きのオンライン申請サービスに、クレジットカードなどのオンライン決済

機能を追加しました。また、地域活動のデジタル化を支援するため、地域自治組織

等の活動拠点となる、共同利用施設等に、Ｗｉ－Ｆｉ環境を整備しました。さらに、

伊丹の文化資源を市内外に発信するため、伊丹ミュージアムと昆虫館にデジタルミ

ュージアムを導入しました。 

「ゼロカーボンシティの実現」では、２０５０年カーボンニュートラルの実現の

ため、温室効果ガス削減効果を価値化した、カーボンクレジットを軸とした他市町

との連携による、新たな社会モデルである地域循環共生圏事業に着手しました。 

「物価高騰の影響を受けた市民生活や事業者支援」では、国の財源を活用し、低



所得世帯に対し、１世帯あたり１０万円を給付し、低所得の子育て世帯に対し、１

８歳以下の子ども１人あたり、５万円を給付しました。また、価格が高騰する、小

中学校の給食の食材費の価格高騰分を公費で負担し、食事を提供する介護事業所や、

障害福祉施設の食材費についても、価格高騰分の費用の一部を公費で支援しました。

さらに、全市民・事業者を対象に、水道基本料金及び下水道基本使用料を、合わせ

て２期４か月分減免し、公共料金等の負担軽減を図りました。加えて、食料品価格

等の高騰に対する、生活者支援として、商店街等が取り組む、プレミアム付商品券

の発行を支援しました。 

それでは、まず、令和５年度の財政状況について、御説明申し上げます。 

一般会計の歳入総額は、９０４億８,９２９万円、歳出総額は、８９０億３,５９

８万円となり、ここから翌年度へ繰り越すべき財源を差し引いた実質収支は、１１

億１３８万１,０００円となりました。 

歳入におきましては、その根幹をなす市税が、総額で、３３６億２,００４万４,

０００円と、前年度に比べ、１１億８,８９７万８,０００円、３.７％の増となりま

した。 

また、市債の発行額は、臨時財政対策債や新庁舎整備事業、新保健センター等複

合化施設整備事業の減少などにより、３４億４,１９０万４,０００円となり、前年

度に比べ、４２億１,３５７万２,０００円、５５.０％の減となりました。 

歳出につきましては、扶助費が、電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金

等が減少した一方で、物価高騰対策として、低所得世帯に対して支給した、特別給

付金等が増加したことなどにより、２９８億２,３６５万９,０００円となり、前年

度に比べ、２３億１,４３１万８,０００円、８.４％の増となりました。 

人件費は、退職手当が減少した一方で、人事院勧告に基づく正規職員の給与や、

会計年度任用職員の報酬の増などにより、１４０億５,５９９万２,０００円となり、

前年度に比べ、２億６,０９８万９,０００円、１.９％の増となりました。 

また、普通建設事業費は、新庁舎や新保健センター等複合化施設の整備事業が減

少したことなどにより、６７億７,４２２万７,０００円となり、前年度に比べ、５

４億９,５４５万円、４４.８％の減となりました。 

次に、市の貯金であります、財政調整基金につきましては、統合新病院整備に係

る建設費用の、継続的な高騰に備えるための積立てなどを行った結果、総額で、１

０１億４９７万１,０００円となり、前年度に比べ、２８億５,７３５万２,０００円、



３９.４％の増となりました。 

次に、市の借金に当たります、地方債残高につきまして、特例債は、公債管理基

金を活用した、繰上償還による臨時財政対策債の減により、前年度に比べ、４７億

２３８万８,０００円減少し、２４８億７,４２６万７,０００円となり、普通債は、

普通建設事業等の減により、前年度に比べ、１２億６８４万円減少し、３４３億２,

４０６万４,０００円となり、地方債現在高の総額といたしましては、前年度に比べ、

５９億９２２万８,０００円減少し、５９１億９,８３３万１,０００円となっており

ます。 

次に､地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づく指標について御説明申し

上げます。 

まず、実質赤字比率と連結実質赤字比率につきましては、黒字のため、前年度と

同様に該当がなく、実質公債費比率は、４.６％と、前年度に比べ０.１ポイントの

増加、将来負担比率は、公債費充当可能財源等が将来負担額を上回ったため、該当

なしとなりました。また、同法に基づく、公営企業の資金不足比率については、該

当がございませんでした。 

次に、行財政プランに掲げた、財政指標の目標達成度合いについてでありますが、

標準財政規模に対する財政調整基金の割合については、１７.５％となり、その他の

項目も含めて、全ての目標を達成しております。 

続いて、令和５年度に推進してまいりました、主な取組について、第６次伊丹市

総合計画の体系に沿って御説明申し上げます。 

初めに、「大綱１、安全・安心」についてでありますが、災害時の市民生活の、

早期再建を図るため、家屋調査のデジタル化のための被災者生活再建等システムを

導入しました。消防車両整備計画に基づき、小型水槽付ポンプ自動車や後方支援車、

救急車を整備するとともに、消防活動用ドローンを導入しました。尼崎市と共同運

用している、尼崎市防災センターの老朽化に伴う、空調設備等の改修工事を実施し

ました。計画降雨対策として、鈴原町地区の、雨水管渠敷設工事を行うとともに、

金岡川の改修工事に向けた、実施設計を行いました。また、今年１月に発生した能

登半島地震においては、現地に職員を派遣し、被災建築物の応急危険度判定や漏水

調査、避難所運営など様々な支援を実施しました。 

次に、「大綱２、育ち・学び・共生社会」についてでありますが、保育需要の伸

びに対応するため、新規保育施設の開設等により、８９名分の保育定員の増を図り



ました。就学前施設における安全対策として、寄付金等を活用し、公立施設１６施

設で、安全管理に係る備品を購入するとともに、私立等８８施設に、１施設あたり

１０万円を補助しました。子どもの夏季休業期間中の「居場所づくり」「体力づく

り」の場として、市内１７小学校の児童を対象に、４カ所の公共プールで無料開放

を実施しました。 

次に、「大綱３、健康・医療・福祉」についてでありますが、妊娠時から出産・

子育てまでの、一貫した伴走型相談支援と経済的支援を実施しました。セルフネグ

レクトなどの支援拒否者に対し、継続的な訪問等により信頼関係を構築し、必要な

サービスが開始されるよう、新たにアウトリーチ支援員を配置しました。生活困窮

など、個別支援が必要な方の早期発見を目指し、フードシェアリングや、子ども食

堂を運営する民間団体と連携し、相談支援を実施しました。骨髄移植の推進を図る

ため、骨髄や末梢血幹細胞を提供した市民への、通院や入院日数に応じた支援を行

いました。 

次に、「大綱４、市民力・にぎわい・活力」についてでありますが、３つの共同

利用施設を集約した「すずはら地区交流センター」を整備するとともに、５つの共

同利用施設等を集約する「（仮称）伊丹交流センター」の実施設計を行いました。

日本遺産の認知度向上と「清酒発祥の地伊丹」のＰＲのため、本市のイベントにお

いて、講座等を実施するとともに、阪神間日本遺産推進協議会による、普及啓発及

び情報発信を行いました。地域経済の活性化と雇用の創出を図るため、新たに構え

た事務所の、賃借料等の一部補助により、市内での創業を支援しました。また、企

業立地条例に基づき、立地奨励金などを交付することにより、事業所の拡充を支援

しました。 

次に、「大綱５、環境・都市基盤」についてでありますが、伊丹市道路インフラ

長寿命化修繕計画に基づき、橋梁等の計画的な修繕を実施しました。また、中心市

街地の電線類地中化工事及び景観舗装工事を実施しました。市営住宅の住環境向上

と長寿命化を図るため、市営住宅等整備計画に基づき、耐震工事を実施するととも

に、外壁や屋上の改修工事を実施しました。ごみ減量化の推進に向け、市内飲食店

と連携し、食品ロス削減の取組について、普及啓発を行いました。 

最後に、「大綱６、参画と協働・行政経営」についてでありますが、全庁的な電

子書面による、契約の導入に向けた取組の一環として、入札案件の一部に、電子契

約を試験的に導入しました。ボランティア活動の拠点となる福祉施設や、市民の学



習の場となる公共施設内の学習室に、Ｗｉ－Ｆｉ環境を整備しました。マイナンバ

ーカードの普及を図るため、マイナポイントの申請期限延長に対応するとともに、

高齢者施設への出張申請窓口を開設しました。 

以上、令和５年度の主な取組について御説明いたしました。本市が持続可能なま

ちであるために、今後発生の可能性が高い南海トラフ巨大地震など、大規模な災害

を想定し、市民の暮らしを守るべく、さらなる防災力の強化に努めなければなりま

せん。また、未来を担う、全ての子どもたちの健やかな成長を支える環境整備と子

育て支援など、急速に進む少子化への対策が必要です。 

そして今年度も引き続き、第６次伊丹市総合計画に掲げる将来像「人の絆 まち

の輝き 未来へつなぐ 伊丹」の実現に向け、各施策に取り組んでまいります。 

次に、特別会計について御説明申し上げます。 

まず、令和５年度伊丹市国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算についてであり

ますが、歳入総額は、前年度に比べ、３.８％減の１８０億９,４８６万８,０００円

に、また、歳出総額では、３.６％減の１７８億３,７７２万１,０００円となりまし

た。 

歳入においては、被保険者数の減少による影響等を受けて、国保税収入は、前年

度に比べ、２億２,５９４万６,０００円の減、県支出金は、３億８,４６８万２,０

００円の減となり、歳入総額は７億２,２４８万５,０００円の減となりました。 

一方、歳出においても、被保険者数の減少等により、医療給付費は、前年度に比

べ、４億８,８８８万４,０００円の減、国民健康保険事業費納付金は、９,１４１万

５,０００円の減となり、歳出総額は、６億７,２５２万２,０００円の減となりまし

た。 

歳入総額から歳出総額を差し引いた実質収支額は、２億５,７１４万７,０００円

の黒字となりました。 

この額から、前年度実質収支額を差し引いた単年度収支では、４,９９６万３,０

００円の赤字となり、基金積立等の影響を除いた実質的な単年度収支は、４,８８５

万３,０００円の赤字決算となりました。 

次に、令和５年度伊丹市後期高齢者医療事業特別会計歳入歳出決算についてであ

りますが、令和６年３月３１日現在の被保険者数は、２万９,４８７人で、歳入総額

は前年度に比べ、２.０％増の３２億８,２２４万４,０００円、また歳出総額は、前

年度に比べ、２.１％増の、３２億７,９９７万５,０００円となりました。 



歳入総額から歳出総額を差し引いた実質収支額は、２２６万９,０００円となりま

した。 

次に、令和５年度伊丹市介護保険事業特別会計歳入歳出決算についてであります

が、歳入総額は前年度に比べ、４.７％増の１６８億９,２２４万７,０００円、また、

歳出総額は前年度に比べ、４.５％増の１６７億３,３３７万９,０００円となりまし

た。歳入総額から歳出総額を差し引いた実質収支額は、１億５,８８６万８,０００

円の黒字となりました。 

令和６年３月３１日現在の要介護認定者数は、１万１,８１４人で、前年度に比べ、

４.０％の増となっており、介護給付費は、居宅介護サービス給付費等が、１１４億

３,０８３万８,０００円、施設介護サービス給付費等が、４２億６５４万７,０００

円で、合計１５６億３,７３８万５,０００円となりました。これは介護保険事業計

画を４.３％上回っております。  

また、地域支援事業費につきましては、介護予防・生活支援サービス事業費とし

て、５億２,５２３万９,０００円、一般介護予防事業費として、４４７万５,０００

円、包括的支援事業・任意事業費として、４,２９３万３,０００円、合計５億７,２

６４万７,０００円となりました。 

次に、令和５年度伊丹市鴻池財産区特別会計歳入歳出決算についてでありますが、

１,０７２万４,０００円をもって、財産区財産の管理等を行ったほか、基金利子相

当額等を基金に積み立てたものであります。 

次に、令和５年度伊丹市荒牧財産区特別会計歳入歳出決算についてでありますが、

１,５０１万４,０００円をもって、財産区財産の管理等を行ったほか、基金利子相

当額等を基金に積み立てたものであります。 

次に、令和５年度伊丹市新田中野財産区特別会計歳入歳出決算についてでありま

すが、１,００７万３,０００円をもって、財産区財産の管理等を行ったほか、基金

利子相当額等を基金に積み立てたものであります。 

最後に、企業会計について御明申し上げます。 

まず、令和５年度伊丹市病院事業会計決算についてでありますが、令和５年度は、

統合再編基幹病院の整備事業として、東棟における「外来診療」等の仮運用開始に

向けて、東棟、職員宿舎・保育所棟、立体駐車場の建設工事に着手し、老人ホーム

解体工事等を実施しました。また、建設後の移転にかかる準備を行うとともに、良

質で安全な医療を提供するため、医療機器等の整備を行いました。 



新型コロナウイルス感染症について、感染症法の分類が変更になりましたが、引

き続き感染対策を徹底し、対応病床を確保するとともに、地域の医療機関との連携

を図り、地域の基幹病院としての役割を果たすよう努めました。 

経営状況につきましては、延入院患者数の増加により、医業収益は増加したもの

の、職員数や医薬材料購入費の増加等により、費用が増加したことや、国県の補助

金の減少により、７億５,９２８万８,０００円の純損失となりました。 

次に、令和５年度伊丹市水道事業会計決算でありますが、より安全で、良質な水

道水の安定供給に向け、配水管の更新改良工事をはじめ、千僧浄水場２系配水ポン

プ用インバータ等更新工事を実施するなど、ライフラインとしての施設の高水準化

を図りました。 

収益的収支につきましては、収入において、水道料金の落ち込みなどにより減少

しましたが、支出において、減価償却費や資産減耗費が減少したことなどにより、

２億２,４１５万２,０００円の純利益を計上することができました。 

次に、令和５年度伊丹市工業用水道事業会計決算でありますが、収益的収支につ

きましては、収入において、超過使用水量の減により、水道料金収入が減少しまし

たが、支出において、共同施設維持管理負担金が減少したことなどにより、１億８

０９万７,０００円の純利益を計上することができました。 

次に、令和５年度伊丹市下水道事業会計決算でありますが、安定的な下水道サー

ビスの提供に向け、国の防災・安全交付金を活用した、汚水管渠の更生工事や、中

央地区雨水管渠改築更新工事を実施するなど、生活環境の改善や浸水の防除、公共

用水域の水質保全などに取り組みました。 

収益的収支につきましては、支出において、流域下水道維持管理費が増加しまし

たが、収入において、特別利益が大幅に増加したことにより、８億６,５１４万１,

０００円の純利益を計上することができました。 

次に、令和５年度伊丹市交通事業会計決算についてでありますが、コロナ禍の影

響が未だに残るなか、令和５年度においても引き続き「伊丹市交通事業第４次アク

ションプラン」に基づき、経営の健全化、安全対策・サービス向上の推進に向け、

様々な取り組みを行いました。 

主な事業といたしましては、大型乗合バス５両、及びバス停留所上屋

うわや

１基等の更

新・整備を実施したほか、利用実態に即したダイヤ改正の実施、また、消費税転嫁



によるものを除いては、平成７年６月以来となる運賃改定を実施いたしました。 

損益につきましては、収入の根幹である、運輸収益の回復により、事業収益が予

算額を上回る一方、支出では、人件費や燃料費等の予算において不用残が生じたこ

とから、事業費用は予算額を下回り、当年度純損失は予算から、約９，２００万円

縮小し、１億７,８５９万３,０００円となりました。 

最後に、令和５年度伊丹市モーターボート競走事業会計決算についてであります

が、本年度は、尼崎本場での開催のほか、姫路・滝野・洲本・朝来・相生の５つの

場外発売場の運営を行う中、経営改善に取り組み、収益の確保に努めました。収益

的収支につきましては、収入では、尼崎本場、及び専用場外発売場の売上は、当初

見込みを下回りましたが、スマートフォンを中心とした電話投票の売上が好調に推

移し、支出においても経常経費の削減に取り組んだ結果、一般会計への繰出金３億

円を執行し、１１億９,７５４万７,０００円の純利益を計上することができました。 


